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男　性 女　性 男　性 女　性
年次 失業率 白　人
ｸ業率全年齢 16－19ﾎ 20歳ﾈ上全年齢 16－19ﾎ 20歳ﾈ上
非白人
普@人













































































































































































































































































































































































































































































































































































































計1新採用再採用 計 離 剛一時劇その他
















































































































































ｸ業率 失業期間 失業頻度 （Ul） （z）） （π）殉（％） 1）（週） π（回年） 絢（％） D（週） ㌶（回／年）
男性
16－19 10．7 4．8 1．2 14．0 4．0 1．8 31 一17 58
20－24 6．5 4．6 0．7 8．4 4．8 0．9 29 3 25
25－44 2．6 5．5 0．2 2．9 5．8 0．3 10 6 4
45－64 2．9 6．6 0．2 2．5 6．9 0．2 一13 4 一17
女性
16－19 9．0 4．1 1．1 14．4 3．9 1．9 60 一6 70
20－24 6．6 4．9 0．7 7．9 4．0 1．0 20 一18 48
25－44 4．8 5．0 0．5 ’5．1 4．4 0．6 6 一12 21




















































































































































































1969 35．9 15．4 34．1 14．6











男性 16－19歳1968 0．67 0．34 0．33
1971 0．58 0．28 0．30
2（》－24 1968 0．64 0．48 0．16
1971 0．50 0．35 0．15
25－591968 0．56 0．46 0．10
1971 0．42 0．34 0．08
女性 16－191968 0．68 0．30 0．38
1971 0．64 0．26 0．38
20－241968 0．66 0．37 0．29
1971 0．57 0．29 0．28
25－591968 0．66 0．31 0．35
1971 0．53 ? 0．24 0．29
非　白 人
男性 16－19歳1968 0．65 0．29 0．36
1971 0．58 0．19 0．39
2〔ト24 1968 0．62 0．45 0．17
1971 0．41 0．22 0．19
25－591968 0．56 0．43 0．13
1971 0．43 0．31 0．12
女性 16－191968 0．62 0．18 0．44
1971 0．60 0．16 0．44
20－241968 0．62 0．26 0．36
1971 0．53 0．19 0．34
25－59　　　1968
　　　1971
0．64
0．54
0．27
0．20
0．37
0．34
出所：G．L．　Perry，“Unemployment　Flows　in　the　U．　S．　Labor　Market”in　Broohings　PaPers　on　Eco・
　　nomic／1‘tivity，（Vo1．2：1972），　p．277．
48．0％とかなり高い。つまり、失業者のかなりの割合は非自発的失業であり、全ての失業を一律に探
索理論で説明することは完全雇用時でも難しい。
　探索論老の多くは米国の失業率の高さを多数の人々が頻繁に、しかも短期間だけ失業する結果と把
握している。批判はこの視点にも向かっている。失業期間が終了するには実は2つの場合がある。ま
ずは雇用先を見出す場合。もう1つは職探しを一時的ないし永久に止め、非労働力化する場合であ
る。ペリーは1968、71年の米国失業データから、人種、性、年齢層別に、失業が1ケ月後どのような
形で終わっているか、或るいは継続しているか調べている（表10）24）9表10は、短い失業期間とは失
一　225　一
業者が高い確率で雇用されるからではなく、高い確率で労働力から退出する結果であることを教えて
くれる。若年労働力はその典型で、彼等の雇用される確率は最も低く、失業を1ケ月で終える者のう
ち半数は実は労働力から退出している。非白人が1ケ月で失業を終える確率は白人と殆ど変わらな
い。しかし、このことは白人と非白人が同程度の雇用確率を持っているからではない。非白人の労働
力から退出する確率の高さを反映した結果なのである。探索論者はこの点をどのように説明するのだ
ろうか。
　探索理論の批判者は第3点として、この理論が人種、性を越えて適用出来ない点を指摘する。ホー
ル（R．E．　Hall）は黒人と女性の若年労働力が極めて頻繁に職を替えることに注目する25）。探索理論
があてはまるのは白人男性だけで、黒人や女性の若年労働力の転職パターンは1つの職に留まる期間
ほ極めて短く、ある不満足な職から別の不満足な職へと、時には年に数回も職を転々と替えている、
と指摘する。ホールはこの理由を、黒人及び女性労働力の賃金が年齢に応じて上昇せず、彼等を1つ
の職に留まらせる誘因の弱さに求めている。探索理論は確かに、人種や男女間の失業率格差に触れて
いない。仮りにホールの見解が正しけれぽ、高失業の削減には雇用機会の平等が求められよう。
　探索理論への第4の批判は、労働者が情報収集活動に必ずしも特化する必要のないことである。特
化とは「常勤」（full－time）で求人情報の収集に専念することを意味する。在職中の転職希望者であ
っても、電話、新聞広告、同僚との会話等、様々な方法で求人情報を得ることは可能である。しかも
転職者の多くが失業という中断期間を置かず、ある職から他の職へと移動を完了させている25）。
　以上が探索理論への主な批判である。では、探索理論の現実性について、最後に触れてみる。
結 語
　探索理論は、かつて触れられることのなかった1つの失業の実態を分析している。過去において
も、職探しのため失業を選択した労働者は存在したろう。しかし彼等は失業理論の中心ではなかっ
た。彼等を中央へと引き寄せ、失業の新たな側面を照らし出したのは探索論者であり、その功績は大
である。では、探索理論は現実を把握しているのか。答えはイエスであり、ノーでもある。探索失業
者の存在は否定出来ない。失業の費用はかなり軽減されており、労働者が職探しのための失業を選択
する条件は整っているように思える。しかし探索理論で全ての失業を説明するのは困難である。非自
発的失業然り、黒人労働力や女性労働力の高失業然りである。完全雇用時でさえ、一時解雇された労
働者は相当数に登る。
　こうした現状を踏まえるなら、我々の選択は旧来の需要側からの失業理論と新たな供給側からの探
索理論を、共に排除せず、共に受容することで、失業をより多面的に把握することである。
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